
 

条例公示第９号 

教区会議員選挙条例を次のように公示する。 

 ２０２５年６月２７日 

宗務総長 木 越   渉  

参  務 古 賀 堅 志  

参  務 長 峯 顕 教  

参  務 佐々木   高  

参  務 轡 田 普 善  

参  務 山 田 孝 彦  

教区会議員選挙条例 

 教区会議員選挙条例（１９８６年条例公示第８号）の全部を次のように改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、教区制（１９９１年条例公示第８号。以下同じ。）第２１条の規

定により、教区会の選出議員の選挙について、必要な事項を定める。 

（選挙資格） 

第２条 住職又は教会主管者若しくはそれらの代務者は、選挙資格を有する。ただし、

住職代務者を置いている寺院の住職又は教会主管者代務者を置いている教会の教

会主管者は、選挙資格を有しない。 

（被選挙資格） 

第３条 選挙資格を有する住職又は教会主管者は、被選挙資格を有する。 

（選挙資格を有しない者） 

第４条 次の各号に掲げる者は、選挙資格を有しない。 

（１）謹慎以上の懲戒処分を受け、その施行を終わるまでの者又は施行を受けること

がなくなるまでの者 

（２）本派の選挙に関し謹慎以上の懲戒処分を受け、その施行を終わった後４年を経

過しない者又は施行を受けることがなくなった後２年を経過しない者 



 

（３）拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでの者又は執行を受けること

がなくなるまでの者 

（被選挙資格を有しない者） 

第５条 次の各号に掲げる者は、被選挙資格を有しない。 

（１）条例で宗務役員又は準宗務役員と定められた役職にあった者で、当該選挙の告

示日の前日までにその職を退いていない者 

（２）宗議会議員、組長又は査察委員であった者で、当該選挙の告示日の前日までに

その職を退いていない者 

（３）宗議会議員選挙条例（２０２５年条例公示第２号。以下「宗選条例」という。）

で定める中央選挙管理委員会及び選挙管理会（以下「教区選管」という。）の委員

及びその補充員であった者で、当該選挙の告示日の前日までにその職を退いてい

ない者 

（選挙に関する区域） 

第６条 住職又は教会主管者若しくはそれらの代務者は、在職する寺院又は教会が所

在する選挙区において、選挙の投票を行うものとする。ただし、住職又は教会主管

者若しくはそれらの代務者を務める寺院又は教会が複数の選挙区にわたる場合は、

それぞれの選挙区において投票を行うことができる。 

２ 同選挙区において、数個の寺院又は教会の住職又は教会主管者若しくはそれらの

代務者を兼ねている者は、その本務である寺院又は教会が所在する投票区において

投票しなければならない。 

３ 宗務役員その他役職により住職又は教会主管者若しくはそれらの代務者を命ぜ

られた者は、前２項の規定にかかわらず、その寺院又は教会においては、選挙資格

を有しない。 

（選挙区） 

第７条 選挙は、教区を一選挙区とし、選挙区ごとに行う。 

（投票区に関する準用規定） 



 

第８条 投票区については、宗選条例第８条の規定を準用する。 

（選挙に関する事務） 

第９条 選挙に関する事務は、教区選管が行う。 

２ 選挙係は、宗選条例第２９条の規定を準用する。 

（選挙人名簿の作成） 

第１０条 教区選管は、選挙の期日から数えて前２８日を基準日として選挙人名簿を

作成しなければならない。 

（選挙人名簿に関する準用規定） 

第１１条 選挙人名簿については、宗選条例第３０条（作成）第２項から第４項まで、

第３１条（閲覧）第１項、第３２条（異議の申立）、第３３条（申立に対する決定）、

第３４条（審問院への異議の申立）、第３５条（削除）第１項及び第２項、第３６条

（補正）第１項（第２号を除く。）及び第３８条（再作成）並びに第３９条（保存）

の規定を準用する。ただし、「当該教区選管を経由する」旨の手続きは除く。この場

合においては、「中央選管」とあるは「教区選管」と読み替えるものとする。 

（総選挙） 

第１２条 総選挙は、議員の任期満了の日の翌日が月曜日以外である場合は直前の月

曜日に、月曜日である場合はその日に、これを行う。ただし、特別の事情があると

きは、任期満了の日から前後６日以内に行うことができる。 

２ 前項により総選挙が行われたときの議員の任期は、前任者の任期満了の日の翌日

から起算する。 

（欠員の補充） 

第１３条 議員に欠員が生じた場合、教区選管は、その選挙において、宗選条例第１

１８条第２項の規定による得票者であって当選人とならなかった者のうちから、得

票の順位によって、これを補充するものとする。 

（補欠選挙） 

第１４条 前条の規定によって、議員の欠員を補充することができないときは、補欠



 

選挙を行う。ただし、議員の欠員の数がその定数の３分の１を超えないとき又は議

員の任期満了前の教区制第１２条第１項による教区会が終わった後は、補欠選挙を

行わない。 

２ 第２３条の規定による、選挙及び当選の効力に関する異議申立の期間中又はその

申立の繋属中は、補欠選挙を行うことができない。 

（再選挙及び選挙の手続きに関する準用規定） 

第１５条 再選挙及び選挙の手続きについては、宗選条例第４４条（再選挙）、第４５

条（再選挙の手続き）及び第４６条（選挙不能の処置）並びに第４７条（選挙の期

日等の告示）の規定を準用する。ただし、「中央選管へ報告する」旨の手続きを除

く。 

（立候補に関する準用規定） 

第１６条 立候補については、宗選条例第４８条（立候補）第１項、同第６項、同第

７項、第５０条（候補辞退）及び第５１条（候補者の告示）並びに第５３条（諸届

の受付時間）の規定を準用する。ただし、推薦届出及び推薦届出人に関する規定を

除く。 

（選挙運動に関する準用規定） 

第１７条 選挙運動については、宗選条例第５４条（選挙事務長）、第５５条（選挙運

動員）、第５６条（事務長及び運動員の届出及び証明）、第５７条（事務長及び運動

員の転属禁止及び制約）、第５８条（選挙事務所）、第５９条（選挙運動者）、第６０

条（運動の期間）、第６１条（禁止行為）及び第６５条（運動の取締）並びに第６６

条（諸届の受付時間）の規定を準用する。ただし、推薦届出及び推薦届出人に関す

る規定を除く。この場合においては、第５７条第２項第２号の規定は、「宗議会議

員、組長、副組長（候補者である者を除く。）及び査察委員」と読み替えるものとす

る。 

（選挙人に対する通知） 

第１８条 教区選管は、次の各号に掲げる事項について、選挙の期日から数えて前８



 

日までに、選挙人に通知しなければならない。 

（１）候補者の氏名 

（２）候補者の所属の寺院又は教会の名称及び所在地 

（３）選出すべき議員の定数 

（４）投票所及び投票管理者に関する事項（ただし、無投票の場合を除く。） 

（５）前各号以外の告示事項 

（６）その他教区選管が必要と認めた事項 

（投票に関する準用規定） 

第１９条 投票については、宗選条例第６７条（選挙の方法）、第６９条（無投票。選

挙公報への掲載を除く。）、第８章第２節（直接投票）及び第８章第３節（期日前投

票）並びに第８章第４節（郵便投票）の規定を準用する。ただし、候補者である副

組長は、投票管理者になることができない。 

（開票に関する準用規定） 

第２０条 開票については、宗選条例第１０３条（開票及び開票所）、第１０４条（期

日）、第１０５条（再投票における開票の期日）、第１０６条（開票の期日及び開票

所の変更）、第１０７条（開票開始前の準備）、第１０８条（開票の開始）、第１０９

条（開票所の入出及び参観）、第１１０条（開票所の秩序）、第１１１条（直接投票

の点検）、第１１２条（期日前投票の点検）、第１１３条（郵便投票の点検）、第１１

４条（異状又は違反の取り扱い）、第１１５条（開票及び投票の効力の判定）及び第

１１６条（再投票）並びに第１１７条（得票数の発表）の規定を準用する。ただし、

「中央選管へ報告する」旨の手続きを除く。 

（当選人の決定等に関する準用規定） 

第２１条 当選人の決定等については、宗選条例第１１８条（当選人の決定）、第１１

９条（当選人の失格。推薦届出人を除く。）、第１２０条（無投票当選）、第１２１条

（当選人の告示）及び第１２３条（当選証書の交付）並びに第１２４条（関係文書

の保存）の規定を準用する。ただし、第１２０条中「第４３条に定める補欠選挙」



 

とあるは「この条例第１４条に定める補欠選挙」と、第１２１条中「中央選管」と

あるは「組織部」とそれぞれ読み替えるものとする。 

（選挙録） 

第２２条 教区選管は、選挙録を作成し、会長及び開票に立ち会った委員全員並びに

選挙管理事務長とともに署名押印するものとする。 

（異議申立等に関する準用規定） 

第２３条 異議の申立及びその裁決等については、宗選条例第１２５条（異議申立）、

第１２６条（選挙及び当選の無効の裁決）及び第１２８条（異議申立の処理）の規

定を準用する。 

（選挙に関する非違及び懲戒の準用規定） 

第２４条 選挙に関する非違行為の懲戒については、宗選条例第１２９条（買収、利

害誘導及び投票偽造増減等の非違）、第１３０条（選挙の自由妨害等の非違）、第１

３２条（虚偽事項の公表等の非違）、第１３３条（役職務利用による非違。第１項た

だし書を除く。）、第１３４条（不正郵便投票の非違）、第１３５条（期間外運動の非

違）、第１３６条（挨拶行為の非違）、第１３７条（暴力による非違）、第１３８条

（事務長、運動員及び選挙事務所の設置に関する非違）、第１３９条（開票所又は投

票所の秩序を乱した非違）及び第１４０条（職務違反）並びに第１４１条（非違及

び違反事件の処理）の規定を準用する。ただし、第１３３条第２項中「組長、副組

長」とあるは「宗議会議員、組長、副組長（候補者である者を除く。）」と読み替え

るものとする。 

（達令への委任） 

第２５条 この条例を施行するために必要な事項は、達令でこれを定める。 

附 則 

１ この条例は、２０２５年７月１日から施行する。 

２ この条例施行の際、現に教区会議員である者は、この条例により選出されたもの

とみなし、その任期は従前就任の日から起算するものとする。 



 

３ 東日本大震災に伴う教区会議員選挙の投票所の設置及び郵便投票の特例に関す

る臨時措置条例（２０１３年条例公示第１０号）は、廃止する。 

４ 教区及び組の改編に関する条例（２０１３年条例公示第４号）第４６条第３項中

「教区会議員選挙条例（１９８６年条例公示第８号）第２１条」を「教区会議員選

挙条例（２０２５年条例公示第９号）第１３条」に改める。 

５ 組制（１９９１年条例公示第９号）第３６条第２項を次のように改める。 

２ 当選人のないときは、再選挙を行う。 


